
 

２０２３年度 事 業 計 画 書 

２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日まで 

 
 

≪公益目的事業－１≫ 

納税意識の高揚、税知識の普及、税制・税務についての提言に関する事業 

 

１．納税意識の高揚を目的とする事業 

1) 納税意識の高揚に関する事業の実施 

  ◇税に関する啓発につながる「税のキャッチコピー」の募集、審査、表彰 

  ◇入選作品の効果的な活用法の検討 

2) 租税教育に関する事業の実施 

  ◇親と子の税金教室の開催 

    ・税の果たす役割を幅広い年齢層に伝えることを目的とする事業の開催 

  ◇小学校租税教室の開催推進 

       ・講師担当者の充実（増員）による派遣体制の整備 

       ・税務署、税理士会等、関係機関との連携強化 

       ・租税教室カリキュラムの随時更新 

  ◇対外的租税教育事業の展開 

       ・ウェブ環境を活用した税金クイズの提供（市内各所に開催を告知） 

3) 「税に関する絵はがきコンクール」の運営 

  ◇「税に関する絵はがきコンクール」募集事業の実施 

       ・市内公立小学校７０校を対象とした作品募集活動の実施 

       ・全応募者への参加賞贈呈 

       ・応募作品の審査の実施 

       ・優秀作品の表彰（表彰式開催、表彰状及び記念品の授与） 

       ・優秀作品掲載カレンダー、その他付随する物品の作成 

4)「中学生税の作文募集」をはじめとする「納税貯蓄組合活動」の推進 

◇中学生税の作文表彰式での優秀作品２編に対する法人会長賞の提供 

      ◇審査会、並びに表彰式への役員派遣 

      ◇納税貯蓄組合活動の推進 

        ・地区をはじめとする当法人会内部組織に「納税貯蓄組合」を設立し、代表者   

を役員として八王子納税貯蓄組合連合会へ派遣することにより、「キャッシ   

ュレス納税」の推進等、連合会の進める施策に協力する。 

 

 

２．税知識の普及を目的とする事業    

    1) 税務関係研修会の開催 

     ◇新設法人説明会、決算法人説明会の開催 

     ◇改正税法説明会の開催 

      



 

◇法人税等申告書の書き方講座の開催 

     ◇法人税項目別セミナー、インボイス制度説明会、電子帳簿保存法説明会の開催 

     ◇部会企画税務説明会の開催 

     ◇地区企画税務説明会の開催 

◇ウェブサイトの活用による、上記事業の開催告知、ＰＲ 

   2) 税の広報に関する事業の実施 

     ◇税と経営の情報誌「きずな」の年１２回発行 

       ・国税庁、東京都、八王子市の税務広報資料の掲載 

       ・会員、役員、外部執筆者からの掲載原稿の収集 

       ・紙面構成、連載企画等に関する検討の適宜実施 

     ◇ウェブサイトの活用による、税情報の発信 

       ・情報誌「きずな」最新号の掲載（原則、配送より一週間早く掲載） 

       ・情報誌「きずな」バックナンバーの掲載 

       ・事業開催告知及び参加申込受付（研修事業中心に地区、部会企画分も含む） 

・法律に定める公開情報等の掲載 

       ・行事予定、緊急連絡事項等の掲載 

   3)『税を考える週間』協賛事業の実施 

     ◇税情報に関する対外的ＰＲ活動の実施 

       ・税に関する街頭広報の実施 

       ・メディア等を活用したＰＲ活動の実施 

       ・八王子市財政部封筒への「ｅ－Ｔａｘ利用推進」広告の掲載 

 

 

３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業  

   1) 税制に関する調査研究活動の実施 

  ◇２０２４年度税制改正要望事項の作成 

   ・２０２４年度税制改正や、将来的な税制のあり方についての当会独自の要望 

事項（重点項目）の取りまとめと東法連への提出 

  ◇要望事項作成に向けた役員、会員へのアンケート調査の実施 

  ◇「２０２４年度税制改正に関する提言」要望活動の実施 

   ・広報誌、ウェブサイトへの税制改正要望活動の掲載を含む 

  ◇法人会全国大会、全国青年の集い、全国女性フォーラム等への参加 

  ◇全法連・東法連主催研修会への参加 

     ◇「税制改正のあらまし」「会社役員の確定申告」等、税務関連資料の配布 

   2) 管内法人利用率１００％を目指す、e-Tax、eLTAXの推進に関する事業の実施 

  ◇広報誌、ウェブサイト、研修会場等での普及ＰＲ 

     ◇個別相談を含む利用法に関する周知を進める事業の実施 

  ◇ダイレクト納付等、ｅ-Ｔａｘに付随する関連施策の普及推進 

  ◇当事業の目的達成に向けた税理士会との連携強化 

 



≪公益目的事業－２≫ 

地域企業の健全な発展と、地域社会への貢献を目的とする事業 

 

１．地域企業の健全な発展に資するための事業 

1) 企業の健全な発展を図るための研修会の実施 

     ◇簿記セミナーの開催 

     ◇経営実務セミナーの開催 

       ・財務セミナー（決算書の見方等） 

       ・補助金活用セミナー 

       ・プレゼンテーションセミナー（効果的な会話術等） 

       ・事業承継セミナー（個別相談会を含む） 

       ・労務セミナー（労務管理関係） 

       ・販売促進セミナー（地域活性化による地元企業の販売促進の実現等） 

       ・新卒採用セミナー 

       ・中間管理者対象セミナー 

       ・セミナーオンデマンドの提供 

       ・その他、企業経営に資するセミナーの開催 

     ◇パソコン実務講座の開催 

       ・ＩＴセミナー（中小企業のＤＸ化推進等） 

   ◇部会経営実務セミナーの開催 

   ◇地区経営実務セミナーの開催 

    ⇒ 講師名簿の作成と地区・部会への情報提供を含む 

2) 企業法令等の広報に関する事業の実施 

     ◇企業法令、経営、環境問題等に関する情報収集と広報誌、ウェブサイトによる地

域企業等への提供 

 

 

２．地域社会への貢献を目的とする事業    

     1) 地域、社会に対する支援、貢献を目的とする事業の実施 

     ◇税務、経済、経営等に関する講演会の開催 

    2) 地球環境の維持、改善に関する事業の実施 

     ◇地球温暖化対策報告書制度の普及、推進 

     ◇講演会の開催等による、環境問題に対する啓発活動の実施 

      ・東京都、八王子市等による環境問題関連事業への協力を含む 

 

 

 

 

 

 

 



 

≪収益事業他≫ 

１．会員の福利厚生等に資するための事業  

    1) 会員企業、従業員の福利厚生の充実に資する事業の実施 

     ◇企業向け共済制度（火災共済制度、自動車共済制度）の実施 

     ◇金融機関との提携による融資制度の実施 

     ◇生活習慣病健診の実施（集団健診、及び指定医療機関での料金優待） 

     ◇がんＰＥＴ検査料金優待の実施 

     ◇葬祭料金優待の実施 

     ◇レンタカー利用料金等、会員向け優待料金の設定 

     ◇その他、当法人会独自の実施、及び新規導入に向けた検討 

     2) 全法連、東法連福利厚生制度の推進 

     ◇全法連福利厚生制度の会員へのＰＲ、利用促進 

       ・大同生命保険、ＡＩＧ損害保険、アフラック生命保険等取扱制度 

     ◇東法連福利厚生制度の会員へのＰＲ、利用促進 

        ・「ラフォーレ倶楽部」「四季倶楽部」等、保養施設関係 

        ・「特定退職金共済会」「貸倒保障制度」等、保障関係 

        ・企業情報、格付け情報照会サービス 

        ・無料法律相談 

        ・ＢＭＷ ＪＡＰＡＮ 優待プログラム  

        ・ＰＣ等のデータ復旧サービス 他 

 

 

２．会員の交流に資するための事業 

     1) 会員相互の情報交換を図るための交流事業の実施 

     ◇賀詞交歓会の開催 

     ◇部会会員交流会の開催 

     ◇部会施設見学会の開催 

     ◇地区会員交流会の開催 

     ◇地区施設見学会の開催 

 

 

 

≪会 務 運 営≫ 

１．会の運営に関する会議等の開催 

     1) 通常総会をはじめ、会の運営に関する会議等の開催 

     ◇第１０回通常総会の開催 

     ◇理事会の開催 

     ◇正副会長会議の開催 

     ◇常任理事会の開催 

     ◇各委員会の開催（正副委員長会議、委員研修会、複数委員会の合同開催を含む） 



 

     ◇全国法人会総連合関係会議等への出席 

     ◇東京法人会連合会関係会議等への出席 

     ◇三多摩法人会連合会関係会議等への出席 

     ◇税務関係団体関連会議等への出席 

 

 

２．会員組織の拡充強化 

     1) 会員組織の拡充強化 

      ◇会員数３，０００社の到達と前年度末比会員数純増を目指した取組の実施 

        ・新設法人の情報の把握と地区会長、支部長等、役員への提供 

        ・入会手続きのＤＸ推進 

        ・税理士会、福利厚生制度受託会社との連携強化 

        ・管内法人の稼働調査及び未加入法人データの整理 

      ◇新設法人を対象とした勧奨活動の推進 

        ・加入勧奨ダイレクトメールの送付 

        ・法人会ウェブサイトへの誘導（過去の会報誌閲覧、事業案内確認） 

◇１０月、１１月、１２月を期間とする会員増強月間の設置 

  ・勧奨用オリジナルチラシの作成、未加入法人へのダイレクトメールの発送 

  ・３ヶ月間で８０社以上の勧奨実現 

  ・役員に対する市内全未加入法人名簿の公開 

  ・地区、部会の区域を超えた勧奨活動の強化 

      ◇会員増強に関する会議の開催 

        ・会員増強推進会議 並びに 中間報告会 

      ◇会員増強功労支部等の表彰 

        ・会員増強月間特別表彰の実施（支部、部会） 

        ・年間勧奨実績に基づく表彰の実施（支部、部会、個人） 

      ◇新会員へのサポートの実施 

        ・通常総会懇親会、新春会員の集い（賀詞交歓会）への無料招待 

        ・役員による地区事業、部会事業への参加推奨 

        ・法人会ウェブサイト「会員企業紹介」欄への登録推進 

     2) 組織構成の見直し等、地区運営の向上、効率化に向けた検討の実施 

      ◇地区役員意見交換会等の開催 

 

 

３．消費税インボイス制度への適切な対応 

      消費税インボイス制度導入に向けて当法人会自らが適切に対応するとともに、これ 

     に伴い、会員や福利厚生事業、収益事業等に関連する取引先に影響が及ぶ場合につい 

     ては、正確、かつ、迅速な情報提供に努める。 


